労働者派遣契約書（案）

　（派遣先　神栖市）（以下「甲」という。）と（派遣元　　　　　　　　　　　　　　） (以下「乙」という。）は，「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律」(以下「労働者派遣法」という。)及び同法施行規則等並びに別紙仕様書のとおり，労働者派遣契約を締結する。

１　業務内容

　（ア）給与支払報告書整理業務

　　　　企業等からの給与支払報告書の仕分け・確認作業等

　　　　・1月５日から２月中旬までは給与支払報告書等の内容審査及びデータ投入用書類の箱詰め作業，パソコンでのデータ検索作業。

　　　　・２月中旬からは，上記作業に加え，パソコンで台帳に住民の氏名・生年月日・住所・事業所情報・転入出の情報の入力，他市該当者の資料の転送や給与支払報告書データで読み取れなかった帳票の抽出作業が追加。

（イ）申告業務（事前研修）

　　　　次の（ウ）申告業務のための事前研修であり，所得税・住民税についての研修。（ウ）①及び②の従事者においては申告支援システムへの入力操作を行うため，文字入力，マウス操作等の簡単なパソコン操作も行う。（ウ）の従事者は必ず受講する。

（ウ）申告業務

業務内容は接客を伴う下記の業務とする。なお，①の従事者は②も兼務とする。
1 申告書の入力（確定申告書及び住民税申告書）
・来庁した申告者の申告内容を確認しながら，パソコンにデータを入力したのち申告書を作成後，申告者に内容を説明し受領する。（マイナンバーの確認，本人確認等）
・税務署から送付されてきた確定申告書をパソコンにデータ入力する。

・課税資料の整理

・その他上記に関係する業務

2 受付（申告者の資料仕分け，申告内容確認）

・申告者のマイナンバー書類・本人確認書類などの確認

・申告支援システムを使用し，収入の種類，扶養の有無，控除の種類，前年の申告の確認

・課税資料の整理

・その他上記に関係する業務

3 受付補助

・会場内における市民からの問合せ等の対応

・医療費控除・収支内訳書等の記載に対する説明及び指導

・申告者の呼び込み

・課税資料の整理

・受付開始時間前に来た方の対応

・その他上記に関する業務

　（エ）課税資料等整理・確認業務

　　　　個人住民税課税資料の整理・確認・チェック作業，その他市税の課税資料整理

２　就業場所

（ア）給与支払報告書整理業務

　　　茨城県神栖市溝口４９９１番地５　神栖市役所　本庁舎

      電話　0299-90-1111

（イ）申告業務（事前研修）

　　　茨城県神栖市溝口４９９１番地５　神栖市役所　分庁舎

      電話　0299-90-1111

（ウ）申告業務

茨城県神栖市溝口４９９１番地５　神栖市役所　申告会場

電話　0299-90-1111

茨城県神栖市波崎６５３０　　　波崎総合支所・防災センター　　申告会場

電話　0479-44-1111

（エ）課税資料等整理・確認業務　本庁舎

　　　　茨城県神栖市溝口４９９１番地５　神栖市役所

　　　　電話　0299-90-1111

※ 従事者の駐車場所等は，市担当職員の指示に従うこと。

３　指揮命令者　神栖市役所　課税課　課長　○○　○○

４　派遣期間

　　令和５年１月５日から令和５年６月７日まで

５　就業条件

業務期間及び時間は下記のとおりとし，休憩時間は１２時から１３時までの１時間とする。ただし，下記（ウ）申告業務のうち，受付開始前に来た方の対応をする者の休憩時間は，１１時３０分から１２時３０分までとする。

（ア）給与支払報告書整理業務

　　　業務期間　　令和５年１月５日から令和５年４月２４日

土・日曜日，国民の祝日・休日を除く７３～７５日間

期間の最終日は，4月20日～24日の間のデータバックアップ日までとする。
業務時間　　午前９時３０分から午後３時３０分まで（実働５時間）

期間の最終日は，12月までに乙へ連絡する。
（イ）申告業務（事前研修）

当該業務は専門性が高く，関連する法令等習得のため，派遣期間前に事前研修を設けるものとする。

研修期間　　令和５年１月２４日から令和５年２月１５日（土・日曜日，国民の祝日・休日を除く）のうち次の（ウ）「①申告書の入力」及び「②受付」は８日間，「③受付補助」は４日間とする。
研修時間　　午前９時から午後４時まで（実働６時間）

研修日程は，12月までに乙へ連絡する。

（ウ）申告業務

業務期間　　令和５年２月１６日から令和５年３月１５日
土・日曜日，国民の祝日・休日を除く１９日間

業務時間　　①申告書の入力

午前９時から午後５時まで（実働７時間）

　神栖会場１４名，波崎会場９名

　　　　　　　　　　②受付

午前９時から午後５時まで（実働７時間）

　神栖会場３名，波崎会場１名

　　　　　　　　　　③受付補助

　　　　　　　　　　　・午前８時３０分から午後４時まで（実働６時間３０分）

（休憩１１時３０分から１２時３０分までの1時間）

神栖会場２名，波崎会場２名（受付開始時間前に来た方の対応含む）

・午前９時から午後４時まで（実働６時間）

　　　　　　　　　　　　　神栖会場８名，波崎会場３名

　　　　　　　　　　　・午前９時３０分から午後４時３０分まで（実働６時間）

　　　　　　　　　　　　　神栖会場３名，波崎会場３名

※ 申告者が残っている場合には，30分程度の勤務時間の延長あり

　（エ）課税資料等整理・確認業務

　　　業務期間　　令和５年３月２４日から令和５年６月７日
土・日曜日，国民の祝日・休日を除く５１日間

業務時間　　午前９時３０分から午後３時３０分まで（実働５時間）

６　派遣人数

業務１日当たりの配置する派遣労働者数は，下記のとおりとする。

（ア）給与支払報告書整理業務

ａ １月　５日（木）～２月１５日（水）　　６名（週５日勤務できる者）

ｂ ２月１６日（木）～４月２４日（月）　　２名（週５日勤務できる者）

　　　（給与支払報告書等に記載された小さい文字・数字の確認，書類の仕分け等を迅速かつ正確に行える者であること。ｂの期間はａの期間の業務経験者が引き続き行う。ｂの期間の最終日は，4月20日～24日のデータバックアップ日までとする。）

（イ）申告業務（事前研修）

　１月２４日（火）～２月１５日（水）（土・日曜日，国民の祝日・休日を除く）のうち
「①申告書の入力」及び「②受付」は，８日間　３２人（２７人＋交代人員５人）
「③受付補助」は，４日間　２３人（２１人＋交代人員２人）
※ 申告業務に要する人員は，「①申告書の入力」及び「②受付」の合計が２７人／日，「③受付補助」が２１人／日であるが，急用や急病等での欠員が出た場合のリスク回避のため，研修受講者は交替人員を含めた人員とする。
（ウ）申告業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人／日）

	期　間
	業務種別
	人　　員
	合　計

	
	
	神栖市役所
	波崎総合支所
	

	２月１６日（木）

　　～

３月１５日（水）
	①申告書の入力
	１４
	９
	２７

	
	②受付
	３
	１
	

	
	③受付補助
	１３
	８
	２１


　　　※ 混雑状況等により，「①申告書の入力」と「②受付」は人数調整を行う場合がある。
（エ）課税資料等整理・確認業務

　　　３月２４日（金）～５月２３日（火）　１３名

　　　５月２４日（水）～６月　７日（水）　　３名
　　　※ 人員は，上記（ウ）の「①申告書の入力」又は「②受付」の業務経験者もしくは同等以上の知識を有する者（確定申告・住民税申告の知識を有し，神栖市の申告システムを操作可能な者）とする。

７　派遣元責任者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話

８　派遣先責任者

　　神栖市役所　課税課　課長補佐　○○　○○

　　電話　0299-90-1134

９　安全及び衛生

　　甲及び乙は，労働者派遣法第４４条から第４７条の２までの規定により課された各法令を遵守し，自己に課された法令上の責任を負う。なお，派遣就業中の安全及び衛生については，甲の安全衛生に関する規定を適用することとし，その他については，乙の安全衛生に関する規定を適用する。

１０　労働者からの苦情の処理

　(１)苦情の申し出を受ける者

　　　甲においては，神栖市役所　課税課　課長補佐　○○　○○　　電話　0299-90-1134

　　　乙においては，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話　

　(２)苦情処理法，連携体制等

　　(ア)甲における(1)記載の者が苦情の申し出を受けたときは，ただちに派遣元責任者へ連絡することとし，当該派遣元責任者が中心となって，誠意を持って遅延なく，当該苦情の適切かつ迅速な処理を図ることとし，その結果について，必ず派遣労働者に通知することとする。

　　(イ)乙における(1)記載の者が苦情の申し出を受けたときは，ただちに派遣先責任者へ連絡することとし，当該派遣先責任者が中心となって誠意を持って遅延なく，当該苦情の適切かつ迅速な処理を図ることとし，その結果について，必ず派遣労働者に通知することとする。

　　(ウ)甲及び乙は，自らでその解決が容易であり即時に処理した苦情の他は相互に遅延なく通知するとともに，密接に連絡調整を行いつつ，その解決を図ることとする。

１１　労働者派遣契約の解除に当たって講ずる派遣労働者の雇用の安定を図るための措置
(１) 中途解除の事前の申し入れ

甲は，甲の都合により，契約期間満了前に解約を行おうとする場合には，乙の合意を得ることはもとより，あらかじめ相当の猶予期間をもって乙に解約の申し入れを行うものとし，その場合においては(2)に定める適切な措置を講ずるものとする。
(２) 就業機会の確保

甲は，甲の都合により，契約期間満了前に解約を行おうとする場合には，派遣労働者の新たな就業機会の確保を図ることとし，これができないときには解約を行おうとする日の少なくとも30日前に乙に対してその旨の予告を行わなければならないものとする。

(３) 損害賠償等に係る適切な措置

甲は，前記１１-(２)に規定する就業機会の確保ができない場合には，本契約の解除に伴い乙が当該労働者派遣に係る派遣労働者を休業させること等を余儀なくされたことにより生じた損害の賠償を次のとおり行わなければならない。

(ア)乙が当該派遣労働者を休業させる場合には，休業手当に相当する額以上の額とする。

(イ)乙がやむを得ない事由により当該派遣労働者を解雇する場合には，甲による解除の申入れが，前記１１-(２)に規定する相当の猶予期間を持って行われなかったことにより，乙が解雇の予告をしないときは30日分以上の賃金に相当する額以上の額とし，当該予告をした日から解雇の日までの期間が30日に満たないときは，当該解雇の日の30日前の日から当該予告の日までの日数分以上の賃金に相当する額以上の額とする。

上記(ア)(イ)の他，甲は乙と十分に協議した上で適切な善後処理方策を講ずるものとする。また，甲及び乙の双方の責に帰すべき事由がある場合には，甲及び乙のそれぞれの責に帰すべき部分の割合について十分に考慮するものとする。

(４) 労働者派遣契約の解除理由の明示

甲は，契約期間が満了する前に派遣契約の解除を行う場合であって，乙から請求があったときは，派遣契約の解除を行う理由を乙に対して明らかにするものとする。
１２　契約時間外労働

　　　甲は，前記５にかかわらず，1日１時間程度の契約時間外労働を命ずることがある。

１３　福利厚生等のための便宜供与

　　　甲は，セクシャルハラスメントの防止等の就業環境の維持，更衣室の確保等に関して便宜を図る。

１４　報告等

(１) 乙は，派遣労働者が，毎勤務日終了後，勤務記録書を作成し，その内容について甲の定めた指揮命令者又は甲の指定する者の確認を受けるよう，派遣労働者に対して指導しなければならない。

(２) 乙は，毎月の派遣業務が終了するごとに，速やかに業務報告書と派遣労働者の勤務時間及び時間外勤務時間を甲に報告しなければならない。

１５ 派遣労働者の交替等

(１) 派遣労働者が就業するにあたり，遵守すべき甲の業務処理方法，就業規則等に従わない場合，又は業務処理の能率が著しく低く労働者派遣の目的を達しない場合には，甲は乙にその理由を示し，派遣労働者への指導，改善，派遣労働者の交替等の適切な措置を要請することができる。

(２) 乙は，前項の要請があった場合には，当該派遣労働者への指導，改善，派遣労働者の交替等適切な措置を講ずるものとする。

(３) 派遣労働者の傷病その他，やむを得ない理由がある場合には，乙は甲に通知して，派遣労働者を交替させることができる。

１６　営業秘密及び個人情報の守秘義務

(１) 乙は，派遣業務の遂行により，知り得た甲及び取引先その他関係先の業務に関する営業秘密について，不当に漏洩し，開示し，又は不正に利用する等してはならず，派遣労働者にもそれを徹底，遵守させる責任を負う。

(２) 乙は，派遣業務の遂行により，知り得た甲の役員，従業員等及び取引先その他関係者の個人情報について，不当に漏洩し，開示し，又は不正に利用する等してはならず，派遣労働者にもそれを徹底，遵守させる責任を負う。

(３) 甲は派遣労働者に対し，前各号に定める甲等の営業秘密事項や個人情報の機密管理の教育を行い，また，乙は，乙あてに派遣労働者から前２項に定める守秘義務の履行に関する誓約書を提出させ，甲の機密保持の確保を図るものとする。

１７　損害賠償

(１) 派遣業務の遂行につき，派遣労働者が故意又は重大な過失により甲に損害を与えた場合は，乙は甲に賠償責任を負うものとする。また，情報セキュリティポリシーが遵守されず，損害を与えた場合も同様とする。ただし，その損害が，指揮命令者その他甲が使用する者（以下本契約において「指揮命令者等」という。）の派遣労働者に対する指揮命令等（必要な注意・指示をしなかった不作為を含む。）により生じたと認められる場合は，この限りではない。

(２) 前項の場合において，その損害が，派遣労働者の故意又は重大な過失と指揮命令者等の指揮命令等との双方に起因するときは，甲及び乙は，協議して合理的に当該損害の負担割合を定めるものとする。

(３) 甲は，損害賠償請求に関しては，損害の発生を知った後，速やかに，乙に書面で通知するものとする。

(４) 本契約及び派遣契約に基づいて，又は関連して甲及び乙が負担する損害賠償責任の合計額は，請求の原因を問わず，当該派遣契約に関わる個別派遣契約期間の派遣料金相当額を上限とする。

１８　契約解除

(１) 甲又は乙は，相手方が正当な理由なく労働者派遣法その他の関係諸法令又は本契約若しくは仕様書の定めに違反した場合には，是正を催告し，相当な期間内に是正がないときは，何らの通知催告を要せず，直ちに本契約の全部又は一部を解除することができる。

(２) 甲又は乙は，相手方が次の各号の一に該当した場合には，何らの催告を要せず，将来に向かって本契約を解除することができる。

(1) 財産上の信用にかかわる仮差押，差押，強制執行又は競売等の申立てがあったとき。

(2) 民事再生，会社更生，会社整理，破産，特別清算手続き等の申立てがあったとき。

(3) 正当な理由なく公租公課を滞納して督促を受け，又はそのために差押を受けたとき。

(4) 財産上の信用にかかわる担保権の実行があったとき。

(5) 支払いの停止があったとき。

(6) 手形交換所の取引停止処分があったとき。

(7) 法人を解散したとき。但し，あらかじめ甲の書面による承諾を得た場合はこの限りではない。

(8) 労働者派遣法等関係諸法令に違反して，一般労働者派遣事業の許可を取消され若しくは事業停止命令を受け，又はその有効期間の更新ができなかったとき。

(9) その他前各号に準ずる行為があったとき。

(３) 前２項に定めるもののほか，甲又は乙が本契約を解除する場合は，相手方の合意を得ることを要する。

(４) 本契約に基づく解除については，損害賠償の請求を妨げないものとする。

１９ 暴力団の排除

(１) 甲は，乙が次の各号のいずれかに該当するときは，この契約を解除することができる。

(1) 役員等（乙が個人である場合にはその者を，乙が法人である場合にはその役員又はその支店若しくは契約を締結する事務所の代表者をいう。以下この項において同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴力団対策法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下この項において「暴力団員」という。）であると認められるとき。

(2) 暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この項において同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。

(3) 役員等が自己，自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって，暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。

(4) 役員等が，暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し，又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持，運営に協力し，若しくは関与していると認められるとき。

(5) 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるとき。

(6) 再委託その他の契約にあたり，その相手方が(ｱ)から(ｵ)までのいずれかに該当することを知りながら，当該者と契約を締結したと認められるとき。

(7) 乙が，(ｱ)から(ｵ)までのいずれかに該当する者を再委託その他の契約の相手方としていた場合（前号に該当する場合を除く。）に，甲が乙に対して当該契約の解除を求め，乙がこれに従わなかったとき。

(２) 前項の規定によりこの契約が解除された場合において，乙は，契約金額の１０分の１に相当する額を違約金として甲に支払うものとする。

(３) 前項の規定による違約金の請求は，別に損害賠償の請求を妨げるものではない。

(４) 甲が第1項の規定により本契約を解除した場合，甲は乙に生じた損害を賠償する責任は負わない。

２０　特定個人情報の研修

　乙は，派遣労働者への特定個人情報の取扱いに関する研修を派遣開始までに実施し，受講した派遣労働者の名簿及び教育内容の分かる書類を甲に提出すること。

２１　再委託等の禁止

　乙は，派遣業務の処理を他に委託し，又は請け負わせてはならない。ただし，書面により甲の承諾を得たときは，この限りでない。

２２　情報セキュリティの遵守

　　派遣労働者は，神栖市情報セキュリティポリシー及び実施手順を遵守すること。

２３　安全管理措置

　乙は，派遣開始までに保有個人情報の安全管理措置を講ずること。

　　　措置内容は，個人情報保護委員会の特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドラインによること。

２４　個人情報の取扱い

(１) 乙は，甲から預託された個人情報（生存する個人に関する情報であって，当該情報に含まれる氏名，生年月日その他の記述又は個人別に付された番号，記号その他の符号により当該個人を識別できるもの（当該情報のみでは識別できないが，他の情報と容易に照合することができ，それにより当該個人を識別できるものを含む。）をいう。以下同じ。）については，善良なる管理者の注意をもって取り扱う義務を負うものとする。

(２) 乙は，次の各号に掲げる行為をしてはならない。ただし，事前に甲の承認を得た場合は，この限りでない。

(1) 甲から預託された個人情報を第三者（再委託する場合における再委託事業者を含む。）に提供し，又はその内容を知らせること。

(2) 甲から預託された個人情報について，この契約の目的の範囲を超えて使用し，複製し，又は改変すること。

(3) 甲から預託された個人情報を持ち出しすること。

(３) 乙は，甲から預託された個人情報の漏えい，滅失，き損の防止その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。

(４) 甲は，必要があると認めるときは，乙の事務所，事業場等において，甲が預託した個人情報の管理が適切に行われているか等について調査をし，乙に対し必要な指示をすることができる。

(５) 乙は，甲から預託された個人情報を，業務完了解除後速やかに甲に返還するものとする。ただし，甲が別に指示したときは，その指示によるものとする。

(６) 乙は，甲から預託された個人情報について漏えい，滅失，き損，その他本契約に係る違反等が発生したときは，甲に速やかに報告し，その指示に従わなければならない。

(７) (１)及び(２)の規定については，業務を完了し，又は解除した後であっても，なおその効力を有するものとする。

２５　派遣料金

(１)基本料金

(1) 給与支払報告書整理業務　　　1時間　　1名につき　　　　　　円

(2) 申告業務（事前研修）　　　　1時間　　1名につき　　　　　　円

(3) 申告業務　　　　　　　　　　1時間　　1名につき　　　　　　円

(4) 課税資料等整理・確認業務　　1時間　　1名につき　　　　　　円

(5) 固定資産税申告受付補助業務　1時間　　1名につき　　　　　　円

(２)割増料金

	割増種別
	割増率
	適用方法

	時間外
	125％
	1日8時間を越えた就業にて適用する

	深夜
	125％
	午後10時から翌午前5時の就業に適用する

	休日（Ａ）
	125％
	契約日以外の就業に適用する

	休日（Ｂ）
	135％
	法定休日の就業に適用する

	６０時間超
	150％
	1ヶ月の法定時間外労働が60時間を越えた就業に適用する


　　　　　　※割増率の乗じた場合の円未満の端数については，切り捨てて算出するものとする。

　　　　　　※「法定休日」とは，毎週１日又は４週４日の休日とする（４週は同月内の範囲とする）。

　　　　　　※「１ヶ月」とは，毎月１日から当月末日までとする。

(３)減額料金

派遣労働者の欠員や欠勤・遅刻・早退等の不就労分については，派遣料を請求できない。

(４)支払方法

乙は，毎月10日までに前月の派遣労働者の出退勤表（勤務日，勤務時間，時間外勤務時間のわかるもの）を提出するものとする。ただし，6月分の出退勤表は，業務終了後，速やかに提出するものとする。

甲は，派遣労働者の出退勤表を受理したときは，その日から10日以内に給付の完了の確認のため検査を行うものとする。

乙は，甲の検査に合格したときは，甲に対して，派遣料金及び通勤費の支払を請求するものとする。

甲は，支払請求を受理したときは，その日から30日以内に派遣料金を支払わなければならない。

(５)端数処理

　　前記の増減額調整分の算出にあたっては，端数時間はすべて ○ 分単位の切り上げとする。

２６　通勤費
　　甲乙協議して，通勤距離に応じた通勤費を支払うこととする。
２７　業務履行に際しての要件

(１)一般事項

(1) 派遣労働者は，名札を着用し，常に清潔な身だしなみに努め礼儀正しく品位を保ち，対応に当たっては態度，言葉遣いに十分注意し，親切丁寧にかつ敏速，明朗に業務を行うこと。

(2) 派遣労働者は，業務内容に精通するように常に研鑽に努めること。

(3) 派遣労働者は，業務上不明な事項が生じたときには，市担当職員の指示を受けるものとする。

(２)施設等の提供

この業務を遂行するために必要な市所有のパソコン，その他付帯設備及び消耗品等を使用することができる。

(３)秘密保持義務の遵守

(1) 派遣労働者は，神栖市情報セキュリティーポリシー及び実施手順を遵守すること。

(2) 乙は，保有個人情報の安全管理措置を講ずること。

(3) 乙は，派遣労働者が業務の遂行に際して知り得た業務上の秘密，マイナンバーを含む個人情報（以下，特定個人情報という），その他本業務の遂行に当たって知り得た情報を第三者に漏らし，目的外に利用し，又は持ち出さないようにするため派遣労働者に対して情報の秘密保持義務を遵守させるような措置を講じなければならない。また，この業務が終了した後においても，同様とする。

(4) 乙は，業務開始５開庁日前までに，派遣労働者の名簿（氏名，カナ，生年月日，住所）の提出，派遣労働者の特定個人情報の取扱いについての教育状況が分かる書類を提出すること。
(４)業務体制

(1) 派遣労働者は，業務開始までに指示事項の有無を確認し，業務の準備にあたること。

(2) 乙又は派遣労働者は，勤務交代及び勤務終了後に引継ぎ事項のあるときは，確実に甲に連絡すること。

(3) 乙は，派遣労働者の健康管理上その他必要と認めるときは，甲と協議のうえ，適切な措置をとらなければならない。

(4) 申告業務に従事する者は，事前研修を必ず受講すること。

(5) 乙は，申告業務について，欠員の出ないようにすること。欠員が生じた場合は，直ちに補充すること。

(6) その他特別な対応が必要となるときは，甲乙協議して定めるものとする。

２８　契約の有効期間

 　 本契約の有効期間は，契約締結日から令和５年６月７日までとする。

２９　協議事項

　本契約に定めのない事項及び本契約の解釈につき疑義を生じた事項については，労働者派遣法，その他の法令を尊重し，甲乙協議して定めるものとする。

本契約締結の証として本書２通を作成し，甲乙記名捺印の上，各１通を保有する。

　　令和　　年　　月　　日

　　　　 　　　　　　　　　　 （甲）　

　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　（乙）　

　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　（　許可・届出受理番号　　　　　　　　　　　　　　　　　）

案件番号　　





所属　　　　総務部課税課








